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英国は 1997 年に放射性廃棄物処分施設立地選定の試みが失敗に終わった後，公衆討議（Public Deliberation）
を活用した新たな選定プロセスを採用したが，2013 年には候補自治体議会の反対に遭い事業が再び頓挫し

た．その一方で公衆討議の有用性は他国の事例から示唆されているため，本研究では英国の事例において

公衆討議が果たした役割を検討すべく，政治過程における因果関係の分析を行った．その結果，選定プロ

セスの中断という結果に影響を及ぼした要因として，公衆討議の取り組みに最終的な意思決定者がほとん

ど参加していなかったことや，事業に関連する政策が道義的な一貫性を欠いていたことなどが抽出された．

そしてこれらの要因によって，公衆討議が人々の事業への理解を深められなかったということを示した． 
 
キーワード：放射性廃棄物処分，公衆討議，社会的受容，政治過程，英国 

 
 
1. 研究の背景と目的 
 
 放射性廃棄物処分施設の立地を巡り，多くの国が社会

的かつ政治的な困難に直面している．放射性廃棄物は何

らかの形で管理されなければならず，そのための政策は

社会的受容の下で形成されることが求められるが，この

管理政策についての議論が十分になされていないのであ

る．特に，議会の同意を得ずに首長が施設受入の検討を始

めたこと 1)や，受入反対派によるレトリカルな主張 2)など

に不安を喚起された住民らが反対運動を起こし，冷静な

議論の場を設けられないという事態が頻発している． 
 管理政策を議論するための方策として効果が期待され

ているのは，実際にスウェーデンでの処分施設立地選定

事業において活用された公衆討議（Public Deliberation）で

ある．この取り組みは，事業主体が候補自治体の住民やス

テークホルダーとの対話を長年続けることで問題意識や

事業に対する理解を醸成することを目的としている．英

国では1997年，カンブリア州セラフィールドで処分施設

立地に対する反対運動が起きたため，公衆討議を活用し

た新しい選定プロセスを採用し，CoRWM（Committee on 
Radioactive Waste Management; 放射性廃棄物管理委員会）

を設立した．その活動の後，2007 年にはカンブリア州議

会などがプロセスへの関心表明を行ったため，西カンブ

リアMRWS（Managing Radioactive Waste Management）パ

ートナーシップの活動を通じて議論が行われたが， 2013
年にはカンブリア州議会がプロセス継続に反対する決議

を行ったため，再び事業は中断することとなった． 
 公衆討議の有用性は，スウェーデンでの事例を分析し

たLidskog ら（2004）3)，またフランス・韓国・日本の放

射性廃棄物処分事業を分析した Komatsuzaki（2013）4)な

どによって示唆されているが ，英国の事例においては公

衆討議がその効果を十分に発揮したとは言えない．そも

そも英国の事例においては公衆討議が効果を発揮できな

いような問題が存在していたのだろうか．あるいは，何ら

かの理由によって公衆討議が効果を発揮できなかったた

めに，英国の放射性廃棄物処分事業は中断することとな

ったのだろうか． 
 このような背景から，本研究は英国の事例の全体像を

把握し，政治過程を明らかにすること，ならびに政治過程

上の事象と行動の間の因果関係を分析して，事業が失敗

した原因を定性的に推定すること，そして公衆討議の有

効性に関する示唆を得ることを目的とした. 
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2. 先行研究と本研究の手法 
 
 Mackerron ら（2009）5)は英国の放射性廃棄物処分事業

の経緯を「『正当性』を追求する」歴史だと説明し，市民

との議論が本事例において果たしてきた役割について論

じている．その議論の端緒となった CoRWM の活動は

Morton（2009）6)が委員へのインタビューなどによって分

析し，複雑でリスクのある科学技術を扱う上では市民や

利害関係者へのコンサルテーションを行い，リスク・意思

決定に関する分析を行うことが重要であるとした． 
 Blowers（2016）7)は2013年の事業中止までを含めて本

事例を論じたが，事業の進展に寄与するための施策とし

て英国が選択した公衆討議が適切であったのかという観

点では十分に検討されていない．そこで本研究では，事業

失敗の原因を検討したうえで，公衆討議の有効性に関す

る示唆を得ることを目指した． 
 一般に社会受容や住民受け入れを扱う研究の手法は 2
つに大別できると言われている．一つは住民の意識を重

視して世論調査などから統計的に住民の態度や動機を探

るもの（たとえば大澤ら（2016）8)，Kunreuther et al．（1990）
9)），もう一つはプロジェクトや事業がどのように実施さ

れ，理解されたのかを，政策実施の関係者の行動およびそ

の過程を追跡することで分析を行うというもの（たとえ

ば本田（2005）10)，西郷ら（2009）2)，山口ら（2010）1)）

である．本研究では事例数に限界のある放射性廃棄物処

分問題を取り扱うため，定量的データに基づく統計的要

因分析では文化的背景など事例の特殊性を考慮するのが

難しいと判断し，後者の記述的・解釈的なスタンスを踏襲

した．まず各種文献，資料，新聞各紙及びインタビューに

よる情報に基づき，本事例の政治過程を詳細に記述した．

インタビューは 2015 年 7 月，11 月，12 月に 1 回あたり

1 時間〜2 時間で計 13 回，述べ 15 人（CoRWM 委員長，

同委員会委員，環境団体代表など）に対して行った．なお，

記述の対象としたのは放射性廃棄物処分事業が始まった

1980 年代から，カンブリア州議会の MRWS プロセス撤

退決議によって放射性廃棄物処分事業が失敗した2013年
までである． 
 この政治過程の記述に基づき，英国の事業が公衆討議

の取り組みによって進展する可能性があったかを検討す

べく，1997年と2013年の事業が中止に至った因果関係を

分析した．分析にあたってはまず，インタビューを含め収

集した言説を先行研究・報告書に照らし，重要と考えられ

る観点に分け，それぞれから読み取れる因果関係を文章

化・図示した．そして，事業の結果に影響を及ぼした要因

を抽出したのち，公衆討議に注目した政治過程の再解釈

を行った．最後に本研究の分析結果と，先行研究の知見と

の整合性を検討した． 
 

3. 政治過程の概要 
 
3.1. 1997年の選定失敗とCoRWM 
 イングランド北西端に位置するカンブリア州は戦前の

軍事産業に端を発し，複数の原子力関連施設（セラフィー

ルド）を擁する自治体である．同地では1980年代当時で

すでに英国全体の 60%程度の放射性廃棄物が貯蔵されて

いた．1982 年には低レベル・中レベル放射性廃棄物の処

分施設立地選定を担う機関として原子力産業放射性廃棄

物執行部（Nuclear Industry Radioactive Waste Executive; 
Nirex）が設立され，1980 年代後半から 1990 年代後半に

かけて立地選定が行われたが，セラフィールドはその筆

頭候補として中央政府に認識されていた 11)．Nirexは1985
年に法人化され，英国全土の 500 カ所以上の候補地から

スクリーニング作業によって絞り込んでいくという選定

プロセスを採用していたが，その選考基準や候補地のリ

ストは当時非公開であった．また，セラフィールド周辺の

地層環境が複雑であると度々指摘されていた 12)にもかか

わらず，セラフィールドが単独候補として指名されたた

めNirexや政府に不信感を持つ人は多かったという．これ

を受けて Nirex は 1992 年，岩石特性研究所（Rock 
Characterization Facility）のみを先行して建設する計画を発

表し，カンブリア州議会に諮った 13)が，Nirexへの不信感

から1994年に議会は計画を拒否した．これを不服とした

Nirexは上訴を行い，1996年には専門家らを招いた公聴会

が開かれた．しかし最終処分施設が建設される場合，周辺

地域の地層が不適切であるという懸念が払拭されなかっ

たため，議会の先の判断が尊重され，時の環境省大臣 John 
Gummerは 1997年，計画を正式に棄却した 14)． 
 この決定を受けて中央政府は，英国上院科学技術委員

会を中心に立地選定プロセスの改善を検討した 15)．その

際重要性を指摘されたのが「公衆の受容」である．1997年
以前は放射性廃棄物処分を主に技術的な問題と捉えてい

た英国政府であったが，BSE 問題も顕在化し，科学への

信頼が問われるなか，1997 年 5 月に政権交代を果たした

ブレア労働党は公衆の受容を目指して科学コミュニケー

ションを重視する政策を次々打ち出していた 16)．その中

の一つとして 17)，放射性廃棄物管理方法のレビュープロ

セスを監督し，望ましい政策の提言を行う独立組織，放射

性廃棄物管理委員会（Committee of Radioactive Waste 
Management; CoRWM）が設立されることとなった． 
2003年に設立されたCoRWMは，地層処分を既定路線と

していた1997年の反省から，処分方法については一旦白

紙に戻し，ありとあらゆる放射性廃棄物管理オプション

を検討した．その過程で公衆と利害関係者の間の討議会

（Public Stakeholder Engagement ; PSE）を開催して，国民

全体を巻き込んだ議論を発展させていった．委員には原

子力関係の専門家のほか，社会科学の研究者，コンサルタ
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ント，環境団体の創始者なども名を連ねた．およそ 3 年

にわたる活動の末，2006 年 7 月 31 日に CoRWM は最終

活動報告書を公表し，政府に対して今後の政策指針を 15
項目にわけて勧告した 18)． 
この勧告には，現時点では地層処分が最適な方法であ

ると考えられること，長期戦略においては堅牢な中間貯

蔵の計画と技術開発が必須であること，公衆と利害関係

者の継続的な関与が必要であること，サイト選定に関わ

るすべての提案について，地域社会の関与は参加意欲の

表明に基づいていなければならないこと，地域社会の関

与は地域社会と責任主体との間に開かれた対等なパート

ナーシップの開発によって成し遂げられるべきであるこ

と，地域社会がプロセスからの撤退権を有することなど

が含まれていた．  
なお，Nirex は 2005 年に解体され，同年英国原子力廃

止措置機関（Nuclear Decommissioning Authority; NDA）が

活動を開始した．この外郭公共団体NDAはNirexに代わ

り，これまでに発生した放射性廃棄物（原子力遺産と称さ

れる）の管理を担うこととなった 19)． 
 
3.2. 西カンブリアMRWSパートナーシップの活動と 

2013年のカンブリア州議会のプロセス撤退決議 
 CoRWMが公表した最終提言に基づき，エネルギー・気

候変動省（Department of Energy and Climate Change; DECC）
は2008年白書を公表し，新しい選定プロセス（Managing 
Radioactive Waste Safely; MRWS）を開始した 20)．このプロ

セスではまず，候補自治体が自主的に参加関心表明を行

い，当該自治体と実施機関（NDA）との間でパートナー

シップが設立される．参加した自治体は，住民や利害関係

者らも参加する公開ミーティングなどを通じて一般市民

らとの意見交換を行う．数年間にわたる議論と地質環境

に関する予備調査ののち，候補自治体はプロセス参加を

継続するか否かの意思決定を行って，段階的に議論を進

めていく i)というものである． 
 同年 7 月にはセラフィールドのある（カンブリア州）

コープランド市議会が環境・食料・地域情勢省（Department 
of Environment, Food & Rural Affairs; DEFRA）に対し，地

層処分施設の立地選定に関する政府との協議への関心表

明を提出した 21)．さらに同年12月9日には広域自治体で

あるカンブリア州議会も関心表明を行うことを閣議決定
ii)した．ただし，この関心表明は将来の処分施設受け入れ

に対して強制力を持たず，別途意思決定を行ってプロセ

スから撤退する権利を有するという条件下でものであっ

た．なおこの閣議とは地方議会における大臣級の議員ら

による会議であり，全議員が参加しているわけではない．

また翌年1月30日にはコープランド市に隣接する同州ア

ラデール市議会が公式に関心表明を行った．なお本稿で

は簡単のため，英国地方行政におけるCountyという単位

を州と呼び，County 内の行政単位 Borough，District を市

と呼ぶこととした． 
 政府はこれら 3 議会の他，カンブリア地域周辺で参加

を希望するすべての団体の参加を認可し，第2期CoRWM
（2006年に最終提言を発表したCoRWMの後継機関）や

NDA などの政府機関をオブザーバーとして加えた西カ

ンブリアMRWSパートナーシップを構成した 22)．なおカ

ンブリア州の環境団体はこのパートナーシップへの参加

を依頼されたものの，拒否している．構成時において中央

政府はカンブリア州議会の意向を反映し，協議プロセス

中の次段階への移行は 3 議会すべての同意が必要である

という覚書が締結された 22)． 
 他に関心表明をする自治体がなかったため，本事業に

おける唯一の協議の枠組みとなったこのパートナーシッ

プは2010年以降，関心表明を行った自治体内での初期段

階の地層スクリーニングや各所における公衆討議，世論

調査などを行った．公衆討議における議論では，具体的な

経済的便益の内容の提示や，プロセスからの撤退権を法

制化するよう政府に対して求める声などが上がった．こ

の間当該自治体内での住民の反対運動や，地質学者の間

でカンブリア地域の地層が処分施設建設に適切か否かに

ついての論争が起こるなどしていた．また，2008 年に中

央政府が新規原子力発電所建設を進める方針を固めたこ

と 20)を受け，放射性廃棄物の処分を議論している最中に

廃棄物の量を増やすような方向に進むのはおかしいとい

う批判もあがった．2012 年 8 月には最終報告書が発表さ

れ，現段階では協議プロセスから撤退する理由はないと

の合意を参加者は共有した．これに基づき 3 議会はプロ

セスの第4段階（机上調査）i)への移行についての意思決

定を行うことになったが，決議をおよそ 3 か月延期した

いというカンブリア州議会の意向を政府が認め，翌年 1
月末に決議が行われることとなった 23)． 

2013 年 1 月 30 日，MRWS プロセス第 4 段階への移行

決議においてコープランド市議会は賛成6票・反対1票，

アラデール市議会は賛成 5 票・反対 2 票で移行に賛成し

たが，カンブリア州議会は賛成 3 票・反対 7 票でこれを

否決した．カンブリア州議会議員のTim Knowles氏は「（そ

れ以前は）プロセス継続に好意的だった議会が一転して

反対票を投じた 24)」と述べている．反対理由には撤退権

が法制化されていないことへの不安の他，観光業への影

響の懸念や地層環境への不安などが挙げられた．パート

ナーシップ構成当時の取り決めに基づき，この時点で 3
自治体すべてのプロセスからの撤退が決定した 25)． 
なお2012年には，原子力発電所も立地しているケン 

ト州シェップウェイ市が MRWS プロセス参加を議会で

検討していたものの，反対派の住民の声や雇用創出効果

に鑑みて関心表明を断念していた 26)． 
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Fig. 1 非公開のサイト選定作業に関する因果関係図 

 
4. 政治過程の因果関係分析 
 
 本事例の政治過程において，公衆討議が事業進展に貢

献し得たか否かを検討すべく，1997 年の選定事業中止に

至った因果関係を概観したのち，2013 年のカンブリア州

議会によるプロセス撤退決議と，それに伴うMRWSプロ

セスの中止という事態に至った因果関係を，収集した言

説に基づいて分析した． 
 
4.1. 1997年のNirexによる選定事業中止に至る 

因果関係分析 
 1997 年のカンブリア州議会による計画棄却に関しては，

後年Nirex がまとめた報告書で指摘された問題点に加え，

前章での政治過程の記述やインタビューで得られた言説

などから総合的に判断し，以下の 2 つの観点から因果関

係を分析し，それぞれ 非公開のサイト選定作業に関す

る因果関係図Fig.1とFig.2 に示した．なお，四角で囲っ

たものは政策や出来事，事実などを表し，角の丸い長方形

で囲ったものは住民・地方議会議員らの思考や感情を表

す．また，丸で囲ったものは政策決定に関わる者（中央政

府やNirex・NDAなどの実施機関）の思考を表す． 
 
a. 非公開のサイト選定作業 
 英国では 1990年代当時，放射性廃棄物処分は技術的な

問題であるとの認識が強かった．最終処分施設立地選定

にあたっても，特に初期のスクリーニング作業において

はNirexの幹部周辺のみが意思決定を行っており，作業全

体を通じても候補自治体の意見を反映させるようなプロ

セスは採用していなかった．また当時，政府はNirexに対

して「政策的拘束」を課していたということが報告書

（Nirex 2005）で指摘された 11)．これは，放射性廃棄物の

分布や自治体の受容に対する期待度などからセラフィー

ルドを有望候補とみなし，セラフィールドを選定するよ

うに指令を出していたと考えられる． 

 

Fig. 2 セラフィールド単独候補に関する因果関係図 

 
 これらの背景から，Nirexの立地選定プロセスは非公開

のうちに行われ，その結果，候補地住民を始めとする人々

からは手続きが不公正であるとの批判が上がったため，

選定作業に対する不信感が高まった．また自分たちの自

治体に大きな影響を及ぼす事業であるにも関わらず，そ

こに暮らす人々の意見が反映されないようなプロセスで

あったことから，実施機関であるNirexが十分に研究・調

査を行っているのかが疑問視され，不信が募った．加えて

事業の安全性への疑問も大きくなったため，公聴会での

地質学の専門家による諮問の末，候補自治体のカンブリ

ア州議会はNirex の岩石特性研究所建設計画を棄却した．

実際，のちにHazeldineら（1997）12)は公聴会におけるNirex
の説明が論理的に一貫していないと批判している． 
 
b. セラフィールドが単独候補 
 セラフィールドの原子力関連施設は長年，コープラン

ドをはじめとする周辺地域に雇用をもたらしてきたため，

住民の原子力に対する受容が他の地域より高いと考えら

れていた．また，英国の放射性廃棄物の大半が同地にすで

に保管されており，それらを輸送するには多額の費用が

必要となり，大きなリスクも伴う．財政的な予算制約にも

鑑みて，政府はセラフィールドを単独候補として設定し

たと考えられる． 
 しかし，他の候補地が除外されたにも関わらず，公聴会

において環境団体・州議会側の専門家がセラフィールド

周辺の地層が放射性廃棄物の最終処分に適切でないと指

摘したため，政府およびNirexは本当にきちんと選定を行

ったのかという，事業に対する人々の不安が募った．それ

のみならず，中央政府から任を受けてカンブリアにやっ

てきたNirex に対しては，「ロンドンに説き伏せられたく

ない 27)」と反感を持つ住民・議員が多かったという．さ

らにカンブリア州議会議員からは，他の候補自治体がな

いなかセラフィールドだけに施設が押しつけられるのは

不公平だという声も上がり，Nirexへの不信感も相まって， 
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Fig. 3 カンブリア州が単独候補 

 

Fig. 4 州議会の実質的な最終決定権 

 
州議会の反対決議に至った． 
 
4.2. 2013年の MRWSプロセス中止に至る因果関係分析 
 2013 年のカンブリア州議会によるプロセス撤退決議と

それに伴うMRWSプロセスの中止に関しては，前節同様，

収集した情報を踏まえて以下の 3 つの観点から因果関係

を分析した. 因果関係図はFig.3，Fig.4，Fig.5 に示す． 
 
a. カンブリア州が単独候補 
 カンブリア州が原子力と共存してきた歴史に鑑み，州

の住民が施設の立地を受容することに期待し，中央政府

は引き続き同州を候補地として考えていた．また英国内

の他の地域も同州に放射性廃棄物が大量に保管されてい

ることを知っているため，たとえ最終処分場立地選定が

各自治体の自由意志に基づくプロセスであったとしても，

自ら進んで関心表明を行う誘因に乏しい．一方でカンブ

リア州には，最終処分施設が立地することによる雇用創

出効果への期待や，放射性廃棄物が多く貯蔵されている 
 

 

Fig. 5 公衆討議への限定的な参加 

 
自治体として，その管理に関する議論に積極的に参加し

たいという意欲などがあったと考えられる．その結果，カ

ンブリア州のみが候補地としてプロセスに参加すること

となった． 
 ところが，同州のみが候補であるということは同時に

政府への不信感も喚起した．他の候補地がないゆえに，立

地選定にあたっての地質調査などが公正に行われるか，

危険だと判明した際に本当に政府がプロセスを自主的に

中止するかなどが疑問視されたからである．そのため，州

議会は中央政府に対し，プロセスからの撤退権を法制化

するように要求していた．しかしこの要求が実現される

ことはなく，候補自治体が自己決定できなくなることへ

の不安から，州議会のプロセス撤退決議につながった． 
 
b. 州議会の実質的な最終決定権 
 西カンブリアMRWSパートナーシップは，CoRWMの

提言を尊重して組織されたものである．またカンブリア

州議会の要請に基づき，同州に属するコープランド市・ア

ラデール市の各議会を含めた 3 議会が揃って議論継続の

決議をした場合に限り，MRWSプロセスへの参加を継続

する取り決めとなっていた．CoRWM の提言には合同パ

ートナーシップにしなければならないとの記述はなく，

ベルギーが行ったように，自治体ごとの独立したパート

ナーシップを築く 19)ことも可能であった．だが，州議会

が内部自治体における計画系の許認可権を持っていたこ

と，また CoRWM の提言を受けて社会受容を重視する機

運があったことから，政府はこの州議会の要請を受け入

れたものと推測される．しかし州議会がパートナーシッ

プに参加した理由は，「放射性廃棄物が同州に保管されて

いる以上，（廃棄物が同州で最終処分されるにしろ，州外

に輸送されるにしろ）パートナーシップの決定が同州に

影響を及ぼす 28)」からという，積極的に最終処分施設を

誘致する 2 市議会とは趣を異にしたものであり，むしろ

市議会の態度を牽制する意図があった．すなわち，州議会
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の賛成がなければ MRWS プロセスは継続し得なかった

のである． 
 しかし実際は，関心表明当初からプロセス継続に懐疑

的であった州議会議員らの態度に大きな変化はなく，州

議会の撤退決議を持って MRWS プロセスが中止となっ

た． 
 
c. 公衆討議への限定的な参加 
 パートナーシップという公衆討議の取り組みは，参加

者にプロセス継続を促すことを目的として行われていた

はずであったが，実はこのパートナーシップに参加して

いた州議会議員は84人中4人であり，決議に携わった10
人のうちでは 1 人であった 29)．放射性廃棄物処分事業が

（地層処分の場合）事業そのものに 100 年ほどを要し，

人間から放射性廃棄物を数万年にわたって隔離しなけれ

ばならないのに対し，議員としての任期はわずか 4 年で

ある．さらに市民からも人気がないため，率先して本事業

に取り組む誘因を持たない議員が多いということが背景

としてあったと考えられる．特にセラフィールドの位置

するカンブリア州西部以外から選出の議員にはこの傾向

が顕著であった．ある議員が議会において，放射性廃棄物

処分は「国が対応すべき問題だ 30)」と発言していること

からも，議員らが本事業に積極的には関与したがってい

ないということが読み取れる． 
 また第 2 期CoRWM はパートナーシップの活動にオブ

ザーバーとして参加していたものの，CoRWM の活動そ

のものについての情報は地元住民にほとんど公開されて

いなかった．このように活動が限定された背景として，イ

ンタビューでは第 2 期CoRWM に充てられた予算が限ら

れていたという言説が得られた．これら公衆討議の取り

組みが，本事例における最終意思決定者である州議会議

員らの関与を欠いていたため，最終決議はパートナーシ

ップのプロセス参加継続の提言に反するものとなったの

である．加えて環境団体からの陳情が州議会議員らにな

されたこと，また議長が事業に対して否定的であったこ

とも報じられており，パートナーシップに参加しなかっ

た議員らの多くはその意見に同調したと考えられる．中

央政府の政策も，2008 年を境に原子力発電所を新設する

方針に転換したことや，パートナーシップで話題にあが

った撤退権や補償内容に十分に返答しなかったことなど

が疑問視された．以上の要因から，州議会は反対決議に至

ったと考えられる． 
 
 本章では 1997 年と 2013 年の二つの事例について，調

査から判断して重要と考えられる視点ごとに因果関係分

析を行った．すなわち，1997 年の事例では「非公開のサ

イト選定作業」が行われたことと，セラフィールド周辺地

域が「単独候補」であったこと，そして2013年の事例で

は，カンブリア州地区が「単独候補」であり，州議会が「実

質的な最終意思決定権」を持つにも関わらず，彼らの「公

衆討議への参加」が「限定的」であったということに注目

した．次章ではこの分析をもとに，結果に影響を及ぼした

要因を抽出する．さらに，公衆討議の取り組みがどのよう

な役割を果たし，どのような効果を発揮したのかを検討

する． 
 
 
5. 政治過程の再解釈と公衆討議の意義の検討 
 
5.1. 結果に影響を及ぼした要因の抽出 
 前章で行った因果関係分析の各図から，図の上部に位

置し，事業の結果に影響を及ぼしたと考えられる要因を

抽出した．なお簡単のため適宜複数の要因をまとめた． 

 1997 年の事例について，非公開のサイト選定プロセス

に関する分析（Fig.1）からは「政策的拘束」と「技術的問

題という認識」が抽出された．また単独候補に関する分析

（Fig.2）からは「原子力産業への長年の依存」「廃棄物の

大量保管」という要因が抽出された． 

 2013年の事例について，単独候補に関する分析（Fig.3）
からは「原子力産業への長年の依存」「廃棄物の大量保管」

「原子力・放射性廃棄物への悪いイメージ」が抽出され

た．また州議会の実質的な最終決定権に関する分析（Fig.4）
からは，「州議会の計画系許認可権」「CoRWMのパートナ

ーシップ提言」が抽出され，公衆討議参加に関する分析

（Fig.5）からは「4 年の議員任期」「長期にわたる放射性

廃棄物処分」「事業への関心の薄さ」「道義的に一貫しない

政策」が抽出された．ここで，Fig.5 にある「環境系団体

からの陳情」は各国の事例1)2)4)で観察されており，本事例

において重要な要因として抽出する理由に乏しいと考え

たため，抽出しなかった． 

 本事業の結果にはこれらの要因が大きな影響を及ぼし

たと考えられるため，議論を継続し，事業を進展させてい

くには，各要因に対応する方策を考えることが重要であ

る．次節では，公衆討議の取り組みが各要因にどのような

影響を与えてきたのか，またどの要因が課題として残っ

たのかを考察する． 

 
5.2. 政治過程の再解釈：公衆討議は事業進展に貢献し得

たか 
 本節では英国が行ってきた公衆討議の取り組み（ここ

では CoRWM と西カンブリア MRWS パートナーシップ

を指す）に注目し，本事例の政治過程を再解釈する．大ま

かな流れは3章，4章で述べたが，公衆討議が結果にどの

ような影響を及ぼしたかを詳しく記述することで，今後

公衆討議を同様の事業に活用するうえで有益な知見が得

られると考えたため，再解釈を行う． 
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 1997 年の Nirex の選定失敗を受け，放射性廃棄物処分

事業を一から議論し直すべく CoRWM は設立された．基

本的な方針としては Terms of Reference31)において「放射

性廃棄物処分の技術的解決策の提案」と「民衆の理解を得

る」という 2 点が重視されている．公衆参加型の議論を

開催していたCoRWMは最終提言において，「地層処分と

堅牢な中間貯蔵」をはじめとした技術的解決策を提案し，

「自治体の参加意思の尊重」や「パートナーシップの形成

による公衆討議」などを行って民衆の理解を得るような

プロセスの提案を行った． 
 この委員会の設立の背景には，Nirexの失敗を受けて失

墜した政府や実施機関への信頼を取り戻すとともに，広

く議論を公開することを通じて放射性廃棄物処分問題を

国家的なアジェンダとして設定し，国民一人一人の問題

であるという認識を普く持たせるという目的もあったと

考えられる．放射性廃棄物処分が単に「技術的な問題であ

る」という認識から脱却し，「政策的な拘束」なしに現時

点での最適な処分方法を議論したことから，CoRWM は

1997 年の事例で英国に露見した課題を一部解決したと解

釈できる． 
 実際この CoRWM の活動を評価する声は多い．また

CoRWM が最終提言を発表した 2 年後には，提言通りパ

ートナーシップに基づく MRWS プロセスを開始してい

ることから，政府も CoRWM の事業に一定の評価を下し

ていたと解釈できる． 
 こうして設立された西カンブリア MRWS パートナー

シップは，当面はプロセスの第 4 段階（机上調査）への

移行についての意思決定を支援することを目的としてい

た．パートナーシップに参加していた議員や各団体の代

表者らは比較的円満に討議を行っていたといわれる．例

えば参加者の一人，カンブリア観光協会の代表は，処分施

設の誘致・立地によって観光業が大きな打撃を受けると

心配されるにも関わらず，「施設が立地することで経済や

環境に有害な影響が及ぶという確定的な証拠はないので，

我々観光団体は中立的な立場を取る 32)」と述べており，

冷静な議論が行われていたことがうかがえる．実際にコ

ープランド市議会とアラデール市議会は，最終提言を受

けてプロセスへの参加継続を決議した． 
 しかし，西カンブリア地区以外は潜在的に事業への反

対態度を取り続けており，このことが2013年の事例にお

ける事業中止の一因となった．CoRWMの提言や，州議会

が市における計画系許認可権を有していたことなどから，

パートナーシップにおいて参加議会の満場一致をプロセ

ス継続の条件としたものの，事業に好意的でない地区の

代表者らは議論に参加していなかった．すなわち，パート

ナーシップでの議論で第 4 段階への移行が支持されたと

しても，州議会内部で同様の態度形成が行われる保証は

なかったのである． 

 英国は公衆討議を用いて事業の進展を図ったものの，

カンブリア州が単独候補であるという事態は2013年の事

例においても変わらなかった．同地の「原子力産業への長

年の依存」と「廃棄物の大量保管」は，放射性廃棄物処分

の枠組みで行う公衆討議では変化させられない，歴史に

基づく事実である．したがって解決すべきは「原子力・放

射性廃棄物への悪いイメージ」である．特にカンブリア州

以外の自治体は，公募による選定プロセスにおいて立候

補を行わなかったため，CoRWM の公衆討議の取り組み

はこの点においては不十分であったと理解できる．  
 このように，公衆討議が解決しうる問題に限界が存在

したこと，そして最終的な意思決定者たる州議会議員ら

の多くが公衆討議の取り組みに参加していなかったこと

から，本事例において公衆討議は有効に活用されていな

かったと解釈できる．公衆討議は本来，多様な利害関係者

が参加し，議論を継続しながら問題意識の醸成と解決策

の検討を志向するための施策である．これを活用するに

あたっては，阻害要因を排した上で，意思決定者が議論に

参加することが必要であると考えられる． 
 本研究では意思決定者として州議会を想定したが，こ

れは英国の地方自治の制度に鑑みて妥当であると考えら

れる．第一に，英国の地方自治体は一元代表制の形となっ

ていることが多い．パートナーシップに参加した 3 議会

を始め，ほとんど地方自治体には首長が存在せず，議員間

の互選で決まる議長がその役割を担うが，あくまで彼ら

は住民の直接投票で選ばれた議員である 33)．第二に，小

選挙区制のもとで選出される国会議員らは放射性廃棄

物・原子力関連事業に関する法的な権限を持たない．その

うえ，カンブリアにおいては2013年当時，同小選挙区選

出の国会議員らの党派（労働党が過半数）34)と，議決権を

持った州議会議員らの党派（保守党が与党）35)とが一致し

ていなかった．これらのことから，本事業においては国会

議員らが州議会の決定にあまり影響を及ぼせないと考え

られる．事実，カンブリア小選挙区から選出された 6 人

の国会議員は，「カンブリア原子力会議」において最終処

分施設の招致に肯定的な発言をした 36)が，州議会におい

てはそれが重く受け止められることはなかった．以上よ

り，本事例において意思決定権は地方議会が掌握してい

ると解釈できる． 
 さらに，カンブリア州以外の自治体から関心表明が提

出されないこと，カンブリア州でも選定事業に慎重な姿

勢が根強いことの二点を省みると，通底するのは中央政

府に対する信頼の不足であるということがわかる．因果

関係分析の各図で政府・実施機関への不信が現れている

ほか，英国の地方自治体は中央政府への反感が大きい 27)

という．公衆討議において中央政府と自治体・住民との間

の対話を徹底する以前に，関連する政策・法案を道義的に

一貫したものにするなど，冷静な議論のための環境を整
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えることが必要である．その上で候補自治体（複数ある場

合は自治体の大きさや協議の文化を考慮し，単独パート

ナーシップとすることも視野に入れて）との間にパート

ナーシップを築き，候補自治体が綿密な対話を重ねてい

くことで公衆討議は効果を発揮すると考えられるだろう． 
 
5.3. 既往研究の知見との整合性 
 本節では先行研究から得られた知見に対し，本研究の

分析結果がどのように整合しているかを考察する．ここ

では，恩賀ら（2011）37)が提唱しKomatsuzaki（2013）が

整理した2段階態度形成モデルと，山﨑ら（2004）38)が提

案した不安喚起モデルを参照する． 
 第一に，2段階態度形成モデルとは，放射性廃棄物処分

施設の立地選定事業に際して住民が態度を形成する過程

をモデル化したものであり，情動的ステップと理性的ス

テップの 2 段階を経る．前者では事業への信頼や恐れ，

公平性や正義といった要素が態度形成に影響し，それら

が満たされた場合のみ後者の態度形成段階に進むが，満

たされなければ強硬な反対（Hard-core NO）姿勢が形成さ

れる．理性的ステップでは補償やリスク認知などが態度

形成に影響し，これらの要素が満たされれば立地が受け

入れられる． 
 英国の事例において，1997 年の Nirex による立地選定

事業は住民からの信頼を欠き，立地への恐れや不公平感

を持つ住民も多かったことから，情動的ステップにおい

て事業への反対態度が形成されたとみなせる．2013 年

の MRWSプロセスにおいては，コープランド・アラデー

ル両市議会で補償や経済効果についての議論が出ている

ことから，理性的ステップでの態度形成が行われていた

可能性がある．ここで，公衆討議は理性的ステップでの態

度形成を促すための方策であると理解できる．パートナ

ーシップ内でも同様の議論がなされている一方で，カン

ブリア州議会では議員らが不公平感や政府への不信を露

わにしており，情動的ステップにとどまっていたと解釈

することもできる．どのステップにおいて態度形成がな

されたかを各時点で特定することは本研究の目的として

いないが，英国の事例は概ね 2 段階態度形成モデルと整

合すると言えるだろう．  
 第二に，不安喚起モデルとは，Pettyら（1986）39)の精緻

化見込みモデルなどを参考に構成されたモデルで，不安

を喚起する情報を取得した際，個人の情報処理が中心ル

ートと周辺ルートという 2 種類の過程に分かれると解釈

するものである．いずれのルートを通るかは，事象・問題

の自身への「動機づけ」と，自力で情報収集を行ってその

事業・問題を理解する「能力」の有無に依存する．動機と

能力を備えている場合は中心ルートにおいて検討を行う

が，いずれかを欠く場合は周辺ルートに入り，自分の周辺

で信頼できる他者を探して判断をその人に依存したり，

思考を停止させ，自分に都合の良い解釈をして事態を捉

えなおしたりする． 
 中央政府に対する反感や不信感が先立っていた1997年
のカンブリア州と，パートナーシップの議論を通じて問

題を検討することが可能になった2013年のカンブリア州

とでは，不安喚起モデルにおける情報処理の過程が異な

っていると推測される．2013 年にはセラフィールドの原

子力関連施設が数年中に閉鎖される予定であることも通

達されており，地域経済の観点からの動機が存在したと

も考えられる．公衆討議はここでは，住民・議員らの中に

問題意識を醸成させ（動機付けを行い），自身の問題とし

て検討できるように必要な情報（能力）を付与する役割を

担っているといえる．しかし，たとえ放射性廃棄物処分が

不安を喚起する性質のものであっても，このモデルに沿

って本事例を整合的に解釈することは難しい． 
 以上，2段階態度形成モデルと不安喚起モデルのそれぞ

れについて，本事例の分析結果との整合性を検討した．た

だし，両モデルとも住民・一般市民の態度形成や情報処理

をモデル化したものであり，議決権を持つ議員らの態度

形成・情報処理までも同様のモデルで表現できるとは限

らないということが本節の検討から示唆されるだろう． 
 
 
6. 結論 
 
 本研究の目的は，英国の放射性廃棄物処分事業の政治

過程を明らかにすること，および同事業が失敗した原因

を推定すること，そして公衆討議の有効性に関する示唆

を得ることであった． 
 これらの目的を達成すべく，まず本事例の政治過程を

詳細に記述した．1990 年代後半にかけ，英国政府は放射

性廃棄物処分施設の立地にあたり，Nirexによる非公開の

立地選定プロセスをはじめ放射性廃棄物処分の社会受容

という観点を重視しない政策を採用していたために，候

補自治体であったカンブリア州議会の強固な反対姿勢を

喚起し，事業は中止となった．これを反省した中央政府は

一転，本事業のみならず科学技術に関わる事業が広く社

会に受容されることを目指し，科学コミュニケーション

を重視した政策を打ち出し始めた．その中で放射性廃棄

物処分の方針検討と政策プロセスの提言を行うべく設立

された CoRWM は，地層処分が現時点では最適な処分方

法であるとしたうえで，選定プロセスにおいては候補自

治体の自主性に基づくパートナーシップを締結し，公衆

討議を行いながら事業を進めることを勧告した．その後，

プロセス参加の関心表明を行ったカンブリア州および州

内2市議会は西カンブリアMRWSパートナーシップを形

成し，約 3 年の活動の末，プロセスの机上調査の段階へ

移行することを勧告する報告書が提出されたが，2013 年
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に至ってカンブリア州議会がその移行に反対，取り決め

により賛成決議をしていた州内 2 議会も合わせてプロセ

スからの撤退となって，事業は再び中止となった． 
 次に，この政治過程の記述をもとに，本事業において重

要と考えられる視点ごとに因果関係分析を行った．1997
年の事例についてはNirexの「非公開のサイト選定作業」，

「セラフィールド単独候補」という 2 つの観点，2013 年

の事例については「カンブリア州単独候補」，「州議会の実

質的最終決定権」，「公衆討議への限定的な参加」という3
つの観点に基づいて分析した．次いでこれらの因果関係

図の上流に位置し，事業の結果に影響を及ぼしたと考え

られる要因を抽出した後，公衆討議の取り組みに注目し

て以下のように政治過程の再解釈を行った． 
 CoRWM は放射性廃棄物処分を技術的な問題ではなく

社会受容の問題だと捉え直し，公衆討議を通じて情報公

開も積極的に行うことで，1997 年の事例で露見した課題

を一部解決したとみなせる．その一方，CoRWMの提言を

受けて設立されたMRWSパートナーシップだが，州議会

が事業における実質的な決定権を有していたにも関わら

ず，その活動に州議会議員がほとんど参加していなかっ

た．セラフィールド位置する西カンブリア以外の地区の

本事業に対する関心が薄く，中央政府も原子力発電所新

設を進めるなど政策が道義的に一貫していなかったため，

州議会の反対決議を受けて2013年も事業が頓挫するに至

った．これらのことから，公衆討議は一貫した政策のもと

で，最終的な意思決定者の参加を促し，適切な規模での対

話を続けていくことで効果を発揮するという示唆が得ら

れた． 
 最後に，先行研究で提唱されている 2 段階態度形成モ

デルと不安喚起モデルと，本研究の分析結果との整合性

を検討した．各モデルは住民の態度形成・情報処理を対象

としている一方，本研究では議員の態度形成・情報処理を

も扱っているため，そのままモデルを本事例に適用する

ことは難しい．しかし，事業に対する態度形成が 2 段階

に分かれること，情報処理がアクターによって複数の過

程に分かれることについては定性的に確認でき，一定の

整合性があることがわかった． 
 
 
7. 発展 
 

 ここでは本研究の分析結果をもとに，放射性廃棄物処

分事業における公衆討議の活用に向け，今後さらなる議

論が必要な点について考察した． 
 
7.1. 英国の事業の進展 
 2013 年の事業中止後，英国政府は本事業の最終意思決

定者を市議会と定め，州議会が最終決定権を持つ構造を

改める法整備を行った．コープランド市議会は CoRWM
のアンケートに対し，事業に関する決定権は市議会にあ

るべきだと回答しており 40)，この法整備によって議論が

継続されることが期待される．しかし，州議会が実質的な

決定権を失ったことで州議会議員をはじめこの法整備に

対する批判の声は多い．最終処分施設の立地がセラフィ

ールド周辺になるか否かに関わらず，同地にはすでに大

量の放射性廃棄物が保管されているため，州に暮らす

人々は依然本事業の決定に大きく影響を受ける．その状

況下で州議会から実質的議決権を取り去ることは，議論

の場から州議会を排除したとも理解出来るため，果たし

てこの法整備は民主主義に適うものなのかという疑問が

残る． 
 英国政府は依然公衆討議を活用した立地選定プロセス

を継続する意思を表明しているため，今後も事業を継続

していくためには，これまでの反省を踏まえ，また今後直

面しうる課題を検討する手段として他国の事例も参考に

しながら，プロセスを改善させていく必要があるだろう． 
 例えば，1997 年の時点から変わらず事業の進展を阻み

続けている「カンブリア州地区が単独候補」であるという

要因は，他に候補地として名乗り出る自治体があれば軽

減される．複数の候補地があり，かつ政府が特別の選好を

持っていないと認識されている場合には，自分たちの自

治体に押し付けられるという観念に起因する反感が和ら

ぎ，落ち着いた議論を展開できる可能性が高い．実際，ス

ウェーデンの事例においては，最終処分場立地をめぐり2
自治体が最後まで検討を続け，立地選定が決着したとい

う．このことから，公募方式を採用するうえでは複数の候

補自治体が名乗り出るまで議論を進めないという制約の

有効性が示唆される．しかし，英国はセラフィールドに放

射性廃棄物が多く保管されているという特徴があるため，

政府がすべての候補自治体に対し無差別であるというこ

とを示す必要がある．例えばカンブリア州以外の候補自

治体に対する説明会の回数を増やしたり，プロセスに参

加する自治体への便益を明確にして経済的なインセンテ

ィブを付与したりすることなどが考えられる． 
 しかし，西郷ら（2010）2)が指摘したように，公募方式

による立地選定プロセスにおいては，自ら応募して何ら

かの便益を受け取るという構造上，「金目当てによる応募」

だとの批判が絶えない．この便益は放射性廃棄物処分事

業における補償として位置付けられることが多く，自治

体へ提供される便益の総額は多ければ良いという性質の

ものではない．したがって，今後事業が進展した際に必ず

直面する便益の議論において，ミクロ経済学的なアプロ

ーチなどにより，適切な上限値の設定に資する知見が必

要となるだろう． 
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7.2. 放射性廃棄物処分事業への公衆討議の活用 
 公衆討議を活用するにあたり，最終的な意思決定者を

議論の場に巻き込むためには，パートナーシップなど議

論の場への参加を制度として要求することのほかに，彼

らが自発的に議論へ参加するための動機付けを行うこと

が重要である．本研究からは，地方議会と中央政府との間

の信頼関係構築がこの動機付けに寄与することが示唆さ

れているため，この信頼関係が具体的にどう構築される

かを探ることは研究に価するだろう．これには例えば，放

射性廃棄物処分事業に限らない一般の迷惑施設立地に対

する議員らの態度変容を，彼らの発言を追うことで把握

し，積極的に問題を議論するようになった転換点を特定

するという方法が考えられる．この際因果関係分析を用

いることで中央政府の政策や行動が地方議会の議員らに

与えた影響を特定できれば，彼らが問題意識を持ってそ

の議論に取り組むようになるための条件が推定できるた

め，中央政府側の行動指針が与えられるだろう． 
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i) MRWS プロセスは第１段階から第 6 段階までで構成され

る．具体的な内容は順に，自治体の関心表明，初期地質ス

クリーニング，自治体によるプロセス参加への意思決定，

机上調査，詳細な地質調査，地下施設建設である． MRWS
パートナーシップの最終報告書には，第3段階以降いつで

も候補自治体は撤退権を有しているとの記述がある． 
ii) 英国の地方政府（local authority）は内閣（cabinet）と議会

(council)からなり，議院内閣制に近い．議員らは選出される

と互選で大臣（cabinet member）を決める．その中からさら

に議長（Leader）と副議長（Deputy leader）を選び，議長が

日本での首長に相当する役割を担う．  
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After an attempt of the United Kingdom to site a disposal facility for radioactive waste met with a failure in 1997, 
they adapted a new siting process with Public Deliberation, in which they were again unsuccessful faced with the 
opposition of a candidate municipality. The validity of Public Deliberation, however, is indicated by some case-studies. 
In order to examine the role of Public Deliberation in the case of the UK, causality analyses were conducted. As a result, 
influential factors in the political process have been identified, such as the lack of participation in the deliberation 
activities of the substantial decision makers, and the incoherence of the policies concerning the project from a moral 
viewpoint. It is also shown that, due to these factors, the deliberations could not contribute deep understanding to people. 
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